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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の最近５事業年度に係る主要な経営指標等の推移

　

回次 第16期 第17期 第18期 第19期 第20期

決算年月 平成17年12月 平成18年12月 平成19年12月 平成20年12月 平成21年12月

売上高 (千円) 3,191,2243,919,8623,886,2742,849,7443,071,989

経常利益又は
経常損失(△)

(千円) 18,830 28,164 △53,253△191,533 57,263

当期純利益又は
当期純損失(△)

(千円) 20,134 28,516 251,085△173,808 45,786

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 40,000 97,725 97,725 97,725 97,725

発行済株式総数 (株) 4,800 6,380 6,380 6,380 6,380

純資産額 (千円) 138,606 266,396 517,345 335,200 368,852

総資産額 (千円) 1,506,1311,848,2331,460,0581,362,7751,386,814

１株当たり純資産額 (円) 28,876.4241,754.9381,088.5752,563.9061,557.48

１株当たり配当額
(内、１株当たり
中間配当額)

(円)
―
(―)

―
(―)

1,310
(―)

─
(―)

1,000
(―)

１株当たり当期純利益
又は当期純損失(△)

(円) 4,194.765,039.2239,355.06△27,243.727,599.59

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― 4,504.3336,431.41 ― 6,658.05

自己資本比率 (％) 9.2 14.4 35.4 24.6 26.6

自己資本利益率 (％) 15.8 14.1 64.1 △40.8 13.0

株価収益率 (倍) ― 13.0 0.7 ─ 4.5

配当性向 (％) ― ― 3.3 ― 13.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 27,909 △19,223 117,398△469,931 87,600

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △74,923△158,030 758,905 5,888 △98,976

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △32,472 186,762△734,520 347,982△26,557

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) 89,491 99,000 240,784 123,918 85,773

従業員数
〔外、平均臨時
雇用者数〕

(名)
30

〔３〕
32

〔３〕
38

〔３〕
29

〔３〕
31

〔４〕
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(注) １　当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

４　潜在株式調整後１株当たり当期純利益について、第16期においては、新株予約権の残高がありますが、当社株式

は非上場であるため、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。第19期は１株当たり当期純損

失を計上しているため記載しておりません。

５　第19期の株価収益率については、1株当たり当期純損失であるため記載しておりません。

６　当社は平成17年12月31日付で普通株式１株につき６株の株式分割を行っております。
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２ 【沿革】

提出会社は、昭和63年12月山口県徳山市(現　周南市)において中古商用車の販売を目的とする会社とし

て、現在の株式会社TRUCK-ONEの前身である「オガワ自販」を当社の代表取締役　小川澄雄が創業いたしま

した。

その後、平成２年１月に「有限会社オガワ自販」を設立いたしました。

有限会社オガワ自販設立以後の企業集団に係る経緯は、次のとおりであります。

　

年月 沿革

平成２年１月
山口県徳山市(現　周南市)に中古商用車販売を事業目的とした、有限会社オガワ自販(資本金500万

円)を設立。

平成６年12月 株式会社オガワ自販(資本金1,000万円)に組織変更。

平成９年１月
本社を山口県徳山市(現　周南市)から山口県下松市生野屋34番地４(現　山口県下松市生野屋南三

丁目３番40号)へ移転。商用車オークション販売を開始。

平成12年10月 本社社屋および整備工場を新設し、整備事業を開始。

平成12年12月 第三者割当増資により資本金が2,000万円になる。

平成13年12月
「トラック買取センター」の名称で商品車両の買取開始。東京事務所(東京都中央区日本橋本石町

三丁目３番５号)開設。

平成14年10月 株主割当増資により資本金が3,000万円になる。

平成15年１月 株主割当増資により資本金が4,000万円になる。

平成15年４月 海外販売事業開始。主要市場はニュージーランド。

平成16年４月 関東車輌センター(神奈川県川崎市川崎区)開設。

平成17年４月 冷凍車に特化したレンタル事業開始。

平成17年６月 株式会社TRUCK-ONEに商号変更。

平成18年２月 第三者割当増資により、資本金が6,080万円になる。

平成18年８月 株式公開に伴う一般募集による新株発行により、資本金が9,720万円になる。

平成18年８月 福岡証券取引所「Ｑ－Ｂｏａｒｄ市場」へ上場。

平成18年９月 中部車輌センター（愛知県名古屋市南区)および沖縄営業所（沖縄県宜野湾市）開設。

平成19年２月 西日本車輌センター（岡山県岡山市)開設。

平成19年11月
関東車輌センターを神奈川県川崎市川崎区から東京都品川区へ移転。東京事務所（東京都港区）

開設。

平成20年６月 ウラジオストク事務所開設（ロシア・ウラジオストク市）。

平成20年８月 中部車両センターを愛知県名古屋市南区から愛知県津島市へ移転。

平成20年12月
組織改編とともに、東京事務所を東京支店に、中部車両センターを名古屋支店に、西日本車両セン

ターを岡山支店に、沖縄営業所を本社管理沖縄駐在に名称変更。

平成21年３月 関東車両センターを東京都品川区から東京都江東区に移転。
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３ 【事業の内容】

当社は、わが国の物流を支える商用車の中古車を提供している企業であります。当社の事業は、「商品販

売事業」「その他事業」に分けることができます。

　

(1) 商品販売事業

当社が創業より行っている事業であり、全国のディーラーや業者・ユーザーに販売いたしております。

当社の提供いたします車両は自社工場で点検・整備を行い、またお客様の希望に合わせた仕様に変更す

ることもできるのが特徴です。主な商品といたしましては、トラック、ダンプ、特殊車両(コンクリートミ

キサー車、冷凍車、タンク車、車載車、高所作業車等)、バスであります。

また、日本の商用車は性能もよく、耐久性があるということで海外でのニーズも安定しております。日

本では過走行等で敬遠されがちな車両も、海外では用途が十分にあります。また、現地の自動車製造メー

カーでは製造できない特殊車両についてもニーズが高く、販売してきております。

　

(2) その他事業

その他事業には、自動車整備・レンタルが含まれます。

自動車整備は、あらゆる車両に対応することのできる自社工場を生かし、販売車両のアフターフォロー

の他、一般のお客様に対しても、点検・整備・修理等のサービスを提供しております。

レンタルは、冷凍車に特化した営業を行っております。冷凍車は、冷凍はもちろんのこと、冷蔵・保温も

温度設定で対応でき、広い用途で利用されております。また、自社開発しました冷蔵冷凍コンテナのレン

タルも開始し、より幅広い分野においてサービスを提供しております。
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４ 【関係会社の状況】

該当事項はありません。

　

５ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

平成21年12月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

　31〔４〕 38.4 5.4 4,067

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

３　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

　

(2) 労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当事業年度における我が国の経済は、前期、米リーマンブラザーズ社の経営破たんに端を発する金融危

機による景況後退が依然として回復に至っておらず、企業業績は低迷を続けており、さらには円高の進行

が国内及び海外企業の企業収益を圧迫して推移しました。

　このような経済環境でありましたが、当社は冷蔵、冷凍車の取扱を増加する等、ユーザーニーズに即応し

たことにより、売上高は予算を達成し、且つ、仕入管理面の取組みも徹底したことにより、利益率の向上及

び安定推移による収益増加を達成しております。

　海外向け販売につきましては、円高が一段と進展したことにより、当社取扱についても回復までに至っ

ておらず、当社業績への寄与は微少となりました。

　このような状況の中で、当社におきましては、前期から取組みを開始した経営改善を継続しており、当期

業績回復もその効果が表れたものといえます。

　第3四半期にお知らせしました業績概況の業績予想については、売上高、利益とも達成し、当期における

実績は、売上高3,071,989千円（前年同期比7.8%増加）、営業利益62,752千円（前期営業損失192,493千

円）、経常利益57,263千円（前期経常損失191,533千円）、当期純利益45,786千円（前期当期純損失

173,808千円）となりました。

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の状況は、営業活動により87,600千

円の増加、投資活動により98,976千円の減少、財務活動により26,557千円の減少となり、全体では、前事業

年度に比べ38,145千円減少となりました。その結果、当事業年度末の資金の残高は、85,773千円（前年同

期比30.8%減）となりました。

　

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当事業年度では、営業活動全体として前事業年度と比べて、資金が469,931千円の減少から、87,600千円

の増加となりました。主な要因としては、税引前当期純利益計上によるものであります。

　

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当事業年度では、投資活動全体として前事業年度と比べて、収入が5,888千円の増加から、98,976千円の

減少となりました。主な要因としては、前期は固定資産の売却による収入102,959千円があったことによ

ります。

　

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当事業年度では、財務活動全体として前事業年度と比べて資金が347,982千円の増加から26,557千円の

減少となりました。主な要因としては、前期は短期借入金の純増額200,000千円及び長期借入れによる収

入200,000千円があったことによります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 仕入実績

当事業年度における仕入実績の内訳を示すと、次のとおりであります。

　

区分 金額(千円) 対前年同期比(％)

商品仕入（国内） 2,422,481 101.5

商品仕入（海外） ─ ─

その他 ─ ─

合計 2,422,481 101.5

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 販売実績

当事業年度における販売実績の内訳を示すと、次のとおりであります。

　

区分 金額(千円) 対前年同期比(％)

商品販売（国内） 2,926,046 115.8

商品販売（海外） 89,004 36.2

その他 56,938 74.3

合計 3,071,989 107.8

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

今後のわが国経済の見通しにつきましては、前期の金融危機に端を発した世界不況が進行する状況に

あり、社会情勢は、ますます予断を許さない状況が続くものと予測されます。また、当社の属する中古商用

車販売市場につきましても、中古商用車及び新車商用車の登録台数大幅減少となる等、市場の環境は厳し

い状況となっております。

　当社は、下記事項を重要課題として取組んでおります。

 

(1)　棚卸資産（商品在庫）の圧縮

商品の品揃えの充実を図るため、当社は月商の約2倍の棚卸資産を保有しておりましたが、資金の

効率化を図り、商品回転率を向上させ棚卸資産の圧縮を行ってまいる所存であります。

(2)　ユーザー買取比率の向上

当事業年度におきまして、トラックユーザーを主とする買取に注力した結果、仕入全体に占める

ユーザーからの買取が増加しましたが、今後更にユーザー買取比率を向上させることにより、利益率

改善に努めてまいる所存であります。

(3)　業者向け卸販売比率の向上

仕入、販売営業においてユーザー向けの見込みだけでなく、起業当初から同等のウェートをかけて

おります業者、ディーラー向け販売につきましても、取引先の掘り起こし、新たな見込み先の発掘を

行い、売上高の底上げを図るものであります。

(4)　販売管理費の削減

当事業年度より、財務体質の抜本的な改善、強化のため、販売管理費の削減に取り組むこととし、計

画的な出張を実践することにより旅費交通費を削減し、また、各支店の土地、建物の賃貸料の見直し、

値下げ交渉等を行い、販売管理費の削減に努めてまいる所存であります。
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４ 【事業等のリスク】

以下において、当社の事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載してお

ります。また、必ずしも事業上のリスクに該当しない事項についても、投資家の投資判断上、重要であると考

えられる事項については投資家に対する情報開示の観点から積極的に開示しております。なお、当社はこれ

らのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針でありますが、

当社の株式に関する投資判断は、以下の記載事項以外の記載内容も併せて、慎重に検討した上で行われる必

要があると考えております。なお、以下の記載のうち将来に関する事項は、本書提出日(平成22年３月29日)

現在において当社が判断したものであり、不確実性を内在しているため実際の結果と異なる可能性があり

ます。

　

(1) 当社の事業内容について

①　価格形成の特殊性について

当社の主な取引商品である中古商用車は、同年式・同車種であっても、走行距離及び損傷の程度や

事故歴等により売買される価格が異なります。また、付属装備品の性能の違いや有無によっても価格

が異なります。一方、当社では過去の取引実績や各地域で開催されている中古商用車オークションの

結果をデータベース化しており、売買の参考としております。したがって、短期的に大幅な需要の低

下が発生した場合、あるいは販売価格を的確に評価できなかった場合には、当社の業績に影響を及ぼ

す可能性があります。

　

②　長期保有と商品評価損の発生可能性について

当社では、商品である車両の劣化防止及び早期の資金回収の目的で、仕入を行った車両は可能な限

り早期に売却することとしております。一方で、車両自体に特殊性が強く、早期に薄利で販売するよ

りも時間をかければ十分に利益を得られると判断できる車両については、戦略的に長期間保有する

場合があります。しかしながら、それらの車両が売却にいたらなかった場合には、当社の業績に影響

を及ぼす可能性があります。

当社では、正味売却価額による棚卸資産の評価を行っており、物理的な劣化により品質低下した車

両や、経済的な劣化、商品ライフサイクルの変化等により陳腐化した車両につきましては評価減を行

い、商品評価損を計上しております。したがって、長期在庫が増加した場合には商品評価損も拡大し、

当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

　

③　輸出について

当社の輸出販売先国は、主にロシア、ニュージーランドであります。これら販売先国内またはその

近隣諸国において政情が不安定になることや、関税の引き上げや輸入制限を行った場合、あるいはそ

れらを変更した場合には、輸出取引が減少する可能性があります。

販売先国内において競合他社が増加した場合や、新車の需要増加及び車両の実質利用年数が短縮

した場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

また、輸出販売先とは、原則、円建て決済にて契約締結しておりますが、円高進行の変動幅が予想以

上に大きくなる場合、海外客先の購買原価を押し上げる要因となり、輸出取引が減少する可能性があ

ります。
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④　法的規制について

当社の事業は、「古物営業法」「自動車NOx・PM法」「自動車リサイクル法」等による法的規制を

受けており、当社はこれらの法的規制に係る免許や許認可等を取得しております。現在当該免許や許

認可等が取消となる事由は発生しておりませんが、万一将来このような事由が発生した場合は、当社

の事業活動に重大な影響を及ぼす可能性があります。

また、今後これらの関係法規の新設、改廃等が行われた場合、当社の業績に影響を及ぼす可能性が

あります。

　

⑤　商用自動車メーカーに関するリスクについて

当社の取扱商品のメーカーが商品の安全性に問題があると認識されたにもかかわらずリコール等

の処理を怠った場合には、当社の取扱商品の安全性に対する信頼が低下し、当社の業績に影響を及ぼ

す可能性があります。

　

⑥　競合について

中古商用車市場は、市場規模が中古乗用車市場と比較しても小さく、オークション市場の出品台数

や市場参加者数も限られており、市場としては未成熟であるといえます。また、乗用車と比較して車

種が多いため査定が容易ではなく、参入障壁は比較的高いと考えておりますが、今後当該市場に有力

企業が新規参入してきた場合あるいは新規参入者が増加した場合には、商品の獲得競争及び価格競

争が激化し、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。
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(2) 組織に関するリスク

①　小規模であること及び管理体制について

当社の組織は、役員６名(取締役４名、監査役２名)、従業員37名(内、使用人兼務役員３名、臨時従業

員４名含む　平成22年３月29日現在)と小規模であり、内部管理体制も規模に応じたものとなってお

ります。今後の事業拡大に伴い、内部管理体制の一層の充実を図る方針ではありますが、当社が事業

拡大に応じて、適切かつ十分な組織的対応ができない場合には、組織効率が低下する可能性がありま

す。また、人員の増加と連動する人件費の増加によって、経営効率が悪化する可能性があります。

　

②　人材の確保について

当社が今後成長していくためには、車両に対する知識が深く、交渉力に長けたコミュニケーション

の取れる営業担当者、拡大する組織に対応するための管理担当者等、事業拡大のために人材の確保が

必要不可欠と考えられます。当社が求める人材が十分に確保できなかった場合、あるいは現在在職し

ている人材が流出するような場合には、今後の事業展開も含めて当社の業績に影響を及ぼす可能性

があります。

　

③　個人情報の取扱いについて

当社は、売買が成立した際に、売買契約書を発行・締結する事で、顧客との売買契約を行い、その内

容を社内管理システムに入力・蓄積し、このデータをもとに、過去の営業実績分析を行うとともに今

後の営業戦略策定の基礎としております。したがって、社内における個人情報管理への意識を高める

とともに閲覧権を制限する等、個人情報が漏洩する事のないよう、その取扱いには留意しておりま

す。しかしながら、不正行為によるシステム侵入など、不測の事態により、個人情報が外部に漏洩する

ような事態となった場合には、信用の失墜による売上の減少、及び損害賠償等が起こる事も考えられ

ます。また、個人情報の有用性に配慮しつつ、個人の権利・利益を保護する事を目的とした法令には

「個人情報の保護に関する法律」があり、同法の個人情報を取扱う事業者を直接規制する部分につ

いて、平成17年４月１日より施行されております。当社は同法を遵守して個人情報を取り扱います

が、当該法令の内容及びその解釈・適用の状況によっては、個人情報の利用などが制限され、当該法

令に抵触する事態等が発生した場合、行政処分、または刑罰の適用を受け、当社の業績に悪影響を及

ぼす可能性があります。
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(3) その他

①　関連当事者情報について

平成21年12月期において、当社と役員の間に以下の取引があります。なお、当社では代表取締役で

ある小川澄雄に過度に依存しない経営体制の構築を目指しておりますが、現時点において何らかの

要因あるいは不測の事態が生じた場合、当社の銀行取引関係等に悪影響を及ぼす可能性があります。

平成21年12月31日現在におきましては、小川澄雄からの銀行借入に対する被債務保証は939,543千円

となっております。なお、小川澄雄からのリース取引に対する被債務保証は38,303千円であります。

種類
会社等
の名称又は
氏名

所在地
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合

関係当事者と
の関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

役員及
び個人
主要株
主

小川澄雄 － －
当社代表
取締役社長

(被所有)
直接30.1％

－

当社銀行借入に
対する被債務保
証※1

939,543－ －

当社リース取引
に対する被保
証※2

38,303－ －

※1. 当社は、銀行借入に対して、当社代表取締役小川澄雄の債務保証を受けております。

なお、銀行借入に係る被保証債務の取引金額につきましては、期末借入残高を記載しております。

また、当該債務保証につきましては、保証料の支払い及び担保の提供等は行っておりません。

※2. 取引金額は、被保証の対象となっているリース契約の期末日における、リース料支払予定残高を表示しております。

　

②　潜在株式について

当社は、役員及び従業員に対しインセンティブ報酬として、ストックオプションを付与しておりま

す。このストックオプションが将来において行使され、当社株式の市場価格が権利行使価格を上回る

場合には、１株当たりの株式価値が希薄化し、市場価格が低下する可能性があります。なお、このス

トックオプションの概要につきましては、「第一部　企業情報　第４　提出会社の状況　１　株式等の状

況　(8) ストックオプション制度の内容」をご覧ください。
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５ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

　

６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。

　

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 重要な会計方針及び見積り

当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されてお

ります。

財務諸表の作成にあたり、貸倒引当金及び商品評価損の計上について見積り計算を行っており、これら

の見積りについては過去の実績等を勘案して合理的に判断しておりますが、実際の結果は、見積り特有の

不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合があります。

　

(2) 財政状態の分析

①　流動資産

当事業年度末の流動資産の残高は前事業年度末と比較して8.6％減少し、799,974千円となりまし

た。これは、主として預金の減少によるものです。

　

②　固定資産

固定資産の残高は前事業年度末と比較して20.4％増加し、586,839千円となりました。これは、主と

して賃貸用資産の増加によります。

　

③　流動負債

当事業年度末の流動負債の残高は前事業年度末と比較して6.8％増加し、785,458千円となりまし

た。これは、主として短期借入金が増加したことによります。

　

④　固定負債

当事業年度末の固定負債の残高は前事業年度末と比較して20.5％減少し、232,503千円となりまし

た。これは、主として長期借入金が減少したことによります。

　

⑤　純資産

純資産の部の残高は、当期純利益計上に伴う繰越利益剰余金の増加により前事業年度末に比べて、

10.0％増加し、368,852千円となりました。
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(3) 経営成績の分析

①　売上高

当事業年度の売上高は、前事業年度の2,849,744千円から増加し3,071,989千円（対前年比7.8%

増）となりました。売上の概要につきましては、第２　事業の状況　１　業績等の概要　　（１）業績を

ご参照ください。

　

②　販売費及び一般管理費並びに営業損益

販売費及び一般管理費は、前事業年度の478,978千円から減少し、403,428千円となりました。主な

要因は、人員合理化による人件費及び旅費交通費の減少、賃借料減少等によるものであります。その

結果、営業利益は62,752千円（前事業年度営業損失192,493千円）となりました。

　

③　特別損益及び当期純損益

特別利益は、固定資産売却益及び貸倒引当金戻入額により1,085千円となりました。特別損失は、前

事業年度の投資有価証券評価損計上による12,732千円から、当事業年度につきましては、前期損益修

正損を計上したことにより11,100千円となりました。その結果、当期純利益は、45,786千円（前事業

年度当期純損失173,808千円）となりました。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当社は、当事業年度におきましてレンタル用車両105,653千円、ＴＶ会議システム用サーバー10,395千円

を中心に、全体で124,498千円の設備投資を実施いたしました。また、設備の除却、売却につきましては、車両

運搬具で7千円を計上しております。
　

２ 【主要な設備の状況】

平成21年12月31日現在

事業所名
(所在地)

設備の内容

帳簿価額(千円) 従業員
数
(名)賃貸用

資産
建物 構築物

土地
(面積㎡)

その他 合計

本社
(山口県下松市)

本社機能・営業拠点
整備工場・車両置場

38,79575,05018,963
214,123
(7,508.14)
[1,633.64]

18,116365,04820

東京支店
（東京都港区）

営業拠点 - - - - 142 142 4

関東車輌センター
(東京都江東区)

車両置場 26,061 - - -
[627]

- 26,061-

名古屋支店
(愛知県津島市)

営業拠点・車両置場 11,81618,1743,146
68,040

(1,315.85)
-101,1782

岡山支店
（岡山県岡山市）

営業拠点・車両置場 26,0617,9293,146 -
[1,359]

27237,4093

沖縄駐在所
(沖縄県うるま市)

営業拠点 - - 188 -
[350]

- 188 1

ウラジオストク
事務所

(ロシア・ウラジオス
トク市)

営業拠点 - - - - 2,0972,0971

(注) １　土地の面積の[　]は、外書きで賃借中のものを表示しております。

２　帳簿価額のうち「その他」は、機械及び装置、車両運搬具、工具器具及び備品であります。なお、金額には消費税

等は含まれておりません。

３　上記の他、主なリース設備として、以下のものがあります。

　
事業所名
(所在地)

設備の内容 リース期間
年間リース料
(千円)

リース契約残高
(千円)

本社
(山口県下松市)

 賃貸用資産 ３年 11,126 17,616

工場設備 ５～７年 5,363 5,228

ソフトウエア ５年 8,308 20,772

コンピューター装置 ５年 2,893 2,067
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

　

事業所名
(所在地）

事業の内容
設備の
内容

投資予定額(千円) 資金調達
方法

着手
年月

完了予定
年月

完成後の
増加能力総額 既支払額

本社
（山口県下松市）

レンタル事業 賃貸用車両 65,377―
自己資金
及びリース

平成22年3月 平成22年3月 15台

　(注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 重要な設備の除却等

経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 21,280

計 21,280

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成21年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年３月29日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 6,380 6,380
福岡証券取引所
(Q-Board市場)

（注）

計 6,380 6,380 ― ―

（注）　単元株制度を採用していないため、単元株式数はありません。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおり

であります。

平成15年12月26日臨時株主総会決議

　
事業年度末現在
(平成21年12月31日)

提出日の前月末現在
(平成22年２月28日)

新株予約権の数(個) 852（注）６ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式　（注）７ 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 852（注）１ 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) 17,500（注）２ 同左

新株予約権の行使期間
平成18年１月１日から
平成24年12月31日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格 17,500
資本組入額 8,750

同左

新株予約権の行使の条件 (注）３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡、質入れそ
の他の処分は認めない。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

－ －
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(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株であります。

２　当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数

は切り上げる。

　

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

　
また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調整

し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

　

　

調整後払込金額

　

＝

　

調整前払込金額

　

×

既発行株式数 ＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整前行使価額

既発行株式数＋新規発行株式数

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式数を控除

した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替え

るものとする。

その他、当社が行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合は、合理的な範囲で調整するもの

とする。

３　新株予約権の行使の条件

新株予約権の発行時において当社の取締役、従業員であった新株予約権の割当てを受けた者(以下、「新株予

約権者」という。)は、権利行使時においても当社の取締役および従業員の地位にあることを要するものとす

る。ただし、取締役の任期満了による退任または従業員の定年退職による場合で取締役会が正当な理由がある

と認めた場合はこの限りではない。

また、新株予約権の発行時において当社の外部協力者であった新株予約権者は、新株予約権の行使に先立ち、

当該行使にかかる新株予約権の数および行使の時期につき、当社取締役会の承認を要するものとする。

新株予約権者は、次の事由の一に該当した場合には、上記の権利行使期間中といえども、未行使の新株予約権

を直ちに喪失するものとし、以後、権利行使することはできないものとする。

①　取締役がその職務遂行に関し不正行為または法令もしくは定款に違反する重大な事実等があり旧商法第

257条第１項本文に基づき、株主総会の決議をもって解任された場合。

②　従業員が当社の就業規則に基づき懲戒解雇または諭旨解雇された場合。

③　取締役を辞任または従業員を自己都合退職した場合。

④　破産および破産に準ずる状態に陥った場合。

新株予約権者が死亡した場合で、取締役会が認める場合は例外とし法定相続人の権利行使を認める。

新株予約権の一部行使はできないものとする。

その他の条件は、平成15年12月26日開催の取締役会決議に基づき、当社と権利付与者との間で締結する「新株

予約権割当契約」に定めるところによる。

４　新株予約権の消却の事由および条件

当社が消滅会社となる合併契約書が締結された場合、または、当社が株式交換もしくは株式移転により、当社

が完全子会社となる株式交換契約書、または、株式移転の議案につき、株主総会で承認された場合は、存続会社

または完全親会社が新株予約権に係る義務を承継する時を除き、新株予約権は無償で消却することができる。

新株予約権者が、(注)３に規定する条件に該当し、新株予約権を行使できなくなった場合、または、新株予約権

の全部または一部を放棄した場合には、新株予約権については無償で消却することができる。

５　平成17年12月16日開催の取締役会決議に基づき、平成17年12月31日付で１株を６株とする株式分割を行ってお

ります。これにより、新株予約権の数は6,600個、新株予約権の目的となる株式の数は6,600株、発行価格は

17,500円、資本組入額は8,750円にそれぞれ調整されております。

６　平成18年１月６日開催の取締役会に基づき、付与時から現在に至るまでに退職している新株予約権者の持分と

４名の辞退者の持分を消却したことによる5,688個及び権利行使による減少60個があります。

７　単元株制度を採用していないため、単元株式数はありません。
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

適用はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成17年12月31日
(注）１

4,000 4,800 ― 40,000 ― ―

平成18年２月27日
(注）２

520 5,320 20,800 60,800 5,200 5,200

平成18年８月７日
(注）３

1,000 6,320 36,400 97,200 36,400 41,600

平成18年９月14日
(注）４

60 6,380 525 97,725 525 42,125

(注) １　株式分割(１：６)

平成17年12月16日開催の取締役会決議により、平成17年12月31日付で１株を６株に株式分割しております。

２　有償・第三者割当

割当先：当社役員および従業員　計５名

発行価額　　　　　50,000円

資本組入額　　　　40,000円

３　株式公開に伴う有償一般募集(ブックビルディング方式)による新株発行

発行価格　　　　　80,000円

引受価額　　　　　72,800円

発行価額　　　　　59,500円

資本組入額　　　　36,400円

４　新株予約権（ストックオプション）の権利行使による増加であります。

　

(6) 【所有者別状況】

　　　平成21年12月31日現在

区分

株式の状況

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 1 1 1 1 1 180 185

所有株式数
(株)

― 136 1 1 1 3 6,238 6,380

所有株式数
の割合(％)

― 2.13 0.02 0.02 0.02 0.04 97.77100.00

（注）　自己株式388株は、「個人その他」に含まれております。

　

EDINET提出書類

株式会社ＴＲＵＣＫ－ＯＮＥ(E03482)

有価証券報告書

20/71



(7) 【大株主の状況】

平成21年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

小川　澄雄 山口県周南市 1,920 30.09

髙谷　正一 山口県光市 544 8.53

小川　サトノ 山口県周南市 490 7.68

小川　雄也 山口県周南市 332 5.20

小川　真也 山口県周南市 332 5.20

小川　珠里 山口県周南市 320 5.02

櫻井　誠 横浜市青葉区 240 3.76

柳　宏司 福岡県糟屋郡粕屋町 231 3.62

野上　祐典 名古屋市瑞穂区 205 3.21

一村　達彦 山口県下関市 150 2.35

計 ― 4,764 74.67

（注）　当社は平成21年12月31日現在、自己株式388株を保有しておりますが、上記の大株主からは除いております。

　

(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成21年12月31日現在

区分 株式数(株)　 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ─ ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式） 　 　

普通株式 388 ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 5,992 5,992
―

 

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 　 6,380 ― ―

総株主の議決権 ― 5,992 ―
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② 【自己株式等】

平成21年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
山口県下松市生野屋南3-3-40 388 ― 388 6.08

㈱TRUCK-ONE

計 ― 388 ― 388 6.08

　

(9) 【ストックオプション制度の内容】

当社は新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。

当該制度は平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、平成15年12月26日開催

の臨時株主総会終結時に在籍する取締役及び従業員に対して、特に有利な条件をもって新株予約権を発

行することを平成15年12月26日の臨時株主総会において特別決議したものであります。

当該制度は次のとおりであります。

　

決議年月日 平成15年12月26日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役　３名
当社従業員　28名
外部協力者　２名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数(株) 同上

新株予約権の行使時の払込金額(円) 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

―

(注)　平成18年１月６日開催の取締役会決議により、退職および辞退等により役員２名3,360個、従業員12名2,208個、外

部協力者２名120個の権利を消却しております。
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２ 【自己株式の取得等の状況】

　
【株式の種類等】 会社法第155条第３項の規定に基づく普通株式の取得

　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。
　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

　

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

取締役会（平成20年12月15日決議)での決議状況
（取得期間平成20年12月18日～平成21年３月18　
日）

450 18,000,000

当事業年度前における取得自己株式 3 59,300

当事業年度における取得自己株式 385 9,939,930

残存決議株式の総数及び価額の総額 62 8,000,770

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） 13.8 44.4

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合（％） ― ―

（注）平成21年３月18日に自己株式の取得期間が終了しているため、提出日現在の未行使割合は記載しておりません。

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行つた
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行つた取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行つた取得自己株式

― ― ― ―

その他
（　─　）

― ― ― ―

保有自己株式数 388 ― 388 ―
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３ 【配当政策】

当社は、利益配分につきましては、将来の事業展開と経営体質の強化及び業容の更なる拡大のために必要

な内部留保を確保しつつ、安定的な配当を行うことを基本方針としております。

　当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としており、中間配当は取締役会、

期末配当は株主総会を、それぞれの配当決定機関としております。

当事業年度の剰余金の配当につきましては、継続的な安定配当の基本方針のもと、１株あたり1,000円

（中間配当無し）としております。

　内部留保資金の使途につきましては、今後の事業展開の備えとして投入していくこととしております。　

　なお、当社は中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。

　

(注)　基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

　

決議年月日
配当金の総額
(千円)

１株当たり配当額
(円)

平成22年３月26日
定時株主総会決議

5,992 1,000

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第16期 第17期 第18期 第19期 第20期

決算年月 平成17年12月 平成18年12月 平成19年12月 平成20年12月 平成21年12月

最高(円) ― 235,000 74,500 37,900 35,250

最低(円) ― 48,000 25,600 16,600 19,710

(注) １　最高・最低株価は、福岡証券取引所Q-Board市場におけるものであります。

２　当社株式は、平成18年８月８日から福岡証券取引所Q-Boardに上場しておりますので、それ以前については、該

当ありません。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成21年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 33,050 33,500 30,800 30,200 32,000 35,250

最低(円) 29,000 27,900 29,100 30,000 30,000 31,200

(注)　最高・最低株価は、福岡証券取引所Q-Board市場におけるものであります。

　

EDINET提出書類

株式会社ＴＲＵＣＫ－ＯＮＥ(E03482)

有価証券報告書

24/71



５ 【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

代表取締役 社長 小川　澄雄 昭和29年11月７日

昭和48年12月 弘産業入社

(注)３ 1,920

昭和63年12月 オガワ自販創業

平成２年１月 ㈲オガワ自販設立（現㈱TRUCK-ONE）

代表取締役社長就任

平成６年12月 ㈱オガワ自販へ組織変更

代表取締役社長就任（現任）

取締役 　 小川　サトノ 昭和30年１月10日

昭和63年12月 オガワ自販創業

(注)３ 490

平成２年１月 ㈲オガワ自販設立（現㈱TRUCK-ONE）

取締役就任

平成６年12月 ㈱オガワ自販へ組織変更

取締役就任（現任）

取締役 営業本部長 末松　賢史 昭和25年３月４日

昭和47年４月 ㈱山口相互銀行（現㈱西京銀行）入行

(注)３ 10

平成15年４月 ㈱西京銀行営業統括部部付部長就任

平成15年６月 ㈱信幸　代表取締役就任

平成18年12月 ㈱ＨＲＳ　顧問就任

平成19年６月 ㈱ＨＲＳ　専務取締役就任

平成19年10月 当社入社

平成20年３月 当社取締役就任（現任）

平成20年12月 営業本部長就任（現任）

取締役 管理本部長 福谷　良昭 昭和26年５月４日

昭和49年４月 ㈱山口相互銀行（現㈱西京銀行）入行

(注)４ 30

平成18年４月 内部統制対策室長　就任

平成20年10月 当社へ出向　管理部長委嘱

平成21年3月 当社入社 取締役及び管理本部長就任

（現任）

監査役 (常勤) 久樂　榮司 昭和15年３月22日

昭和38年３月 東洋港運㈱入社

(注)５ 30

平成10年２月 ㈲コーウン石油 代表取締役就任

平成11年６月 東洋港運㈱ 常勤監査役就任

平成11年６月 ㈲コーウン石油　監査役就任

平成11年６月 徳地レミコン㈱　監査役就任

平成11年６月 ㈲コーウン・サービス 監査役就任

平成11年６月 関西海運㈱　監査役就任

平成13年７月 東ソー物流㈱　常勤監査役就任

平成16年７月 当社常勤監査役就任（現任）

監査役 (非常勤) 広瀬　隆明 昭和26年６月15日

昭和52年11月 監査法人中央会計事務所入所

(注)５ ―

昭和58年９月 日本合同ファイナンス㈱

（現㈱ジャフコ）入社

昭和62年２月 太田昭和監査法人

（現新日本有限責任監査法人）入社

平成12年５月 同社代表社員就任

平成17年９月 広瀬公認会計士事務所開設（現任）

平成17年10月 北九州ベンチャーキャビタル㈱

設立　代表取締役就任（現任）

平成18年11月 日創プロニティ㈱

監査役就任（現任）

平成20年３月 当社監査役就任（現任）

計 　

(注) １　監査役 久樂榮司、広瀬隆明は、会社法第２条第16号に定める社外監査役の要件を満たしております。
２　取締役　小川サトノは、代表取締役　小川澄雄の配偶者であります。
３　平成22年３月26日選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時
までであります。　

４　平成21年３月27日選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時

までであります。　

５　平成22年３月26日選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時 
までであります。

６　当社では、業務執行の迅速性、実効性を高め、経営効率の向上を図るために執行役員制度を導入しております。
執行役員は３名で、東日本営業統括部長　小川雄也、西日本営業統括部長　小川真也、特販部長　柳宏司で構成さ
れております。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

① コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社では、企業価値の最大化を図り、企業の社会的責任を果たしていくためには、透明性が高く環境

の変化に迅速に対応できる経営体制の確立とコンプライアンス重視の経営を追求することが不可欠と

考えており、コーポレート・ガバナンス体制の充実を経営の最重要課題と位置付けて積極的に取り組

んで参ります。

　

② コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況

a　取締役会

取締役会は、４名で構成されております。広い見地からの意思決定、業務執行の監督を行ってお

り、原則として毎月１回の定例取締役会のほか、必要に応じて臨時取締役会を開催し、経営の基本

方針、法令で定められた事項及び経営に関する重要事項を決定するとともに、業務執行の状況を逐

次監督しております。なお、取締役会には、３名の執行役員が出席し取締役会の一層の活性化を促

し、また、監査役もオブザーバーとして出席することで、取締役の業務執行について監査を行って

おります。

b　経営会議

取締役会の方針により、業務執行を決定する決議機関として経営会議を毎週１回開催しており

ます。メンバーは、取締役、執行役員及び幹部社員で構成し、オブザーバーとして常勤監査役が参加

できることとしております。

c　監査役

監査役は、２名(内、常勤監査役１名)であります。監査役は取締役会に出席して法令遵守(コンプ

ライアンス)の状況等を常に確認しております。また、常勤監査役は営業会議等にも出席し、公正な

立場をもって積極的・客観的な意見を述べ、業務監査を通じて業務執行の適法性・妥当性・健全

性・効率性をチェックしております。

d　内部統制

当社は、会社法及び会社法施行規則に基づき、「内部統制システム構築に関する基本方針」を定

め、取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制を整備

しており、その運用状況を、社長より指名を受けた内部監査人(１名)が、監査役及び監査法人と連

携を図りながら計画的に実施し、社内の各業務が、経営方針や社内規程・会計処理に準拠して行わ

れているか、効率的に行われているか、法令遵守しているかといった観点から統制管理を実施して

おります。

e　ディスクロージャー

経営の透明性を高め、情報の非対称性による利害関係者の不利益を最小にするため、会社の経営

情報の適時適切な情報開示に努めます。
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③ 役員報酬の内容

第20期に支払った役員報酬の合計額は34,740千円であり、その内訳は以下のとおりであります。

取締役に支払った報酬　30,840千円

監査役に支払った報酬　 3,900千円

　

④ 会計監査の状況

第20期末現在、ＡＣアーネスト監査法人に対し、金融商品取引法に基づいた会計監査を委嘱しており

ます。

　

ａ 業務を執行した公認会計士の氏名及び所属する監査法人名

氏名等 所属する監査法人名

代表社員
業務執行社員

公認会計士 奥田　伸一

ＡＣアーネスト監査法人
代表社員
業務執行社員

公認会計士 和田　治郎

ｂ 監査業務に係る補助者の構成

公認会計士　　３名

　

⑤ 取締役の定数

当社の取締役は、６名以内とする旨定款に定めております。

　

⑥ 責任限定契約の内容の概要

当社は、社外監査役の全員と会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結しており、当該

契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令の定める最低限度額と定めております。

　

⑦ 取締役の選任の決議要件

取締役は株主総会の決議によって選任する。取締役の選任決議は議決権を行使することができる株

主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもっておこなう。取締役の選

任決議は、累積投票によらないものとする旨定款に定めております。

　

⑧ 取締役の解任の決議要件

取締役の解任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の３分の２以上をもっておこなう旨定款に定めております。

　

⑨ 株主総会の特別決議要件

会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することのできる株

主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもっておこなう旨定

款に定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の

円滑な運営をおこなうことを目的とするものです。
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⑩ 株主総会決議事項を取締役会で決議できることとした事項

a 自己株式の取得

当社は、機動的な資本政策の遂行を可能とするため、会社法第165条第２項の規定により、取締役

会の決議をもって自己株式を取得することができる旨定款に定めております。

b 取締役の責任免除

当社は、監査役が期待された役割を十分に発揮できるようにするため、会社法第426条第１項の

規定により、取締役会の決議をもって、同法第423条第１項の監査役（監査役であった者を含

む）の損害賠償責任を法令の限度において免除することができる旨定款に定めております。

c 監査役の責任免除

当社は、監査役が期待された役割を十分に発揮できるようにするため、会社法第426条第１項の

規定により、取締役会の決議をもって、同法第423条第１項の監査役（監査役であった者を含

む）の損害賠償責任を法令の限度において免除することができる旨定款に定めております。

d 中間配当

当社は、株主への機動的な利益還元を可能にするため、会社法第454条第５項の規定により、取締

役会の決議によって毎年６月30日を基準日として中間配当をすることができる旨定めておりま

す。

　

(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

　

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

― ― 15,000 ―

　

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

　

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

　

④ 【監査報酬の決定方針】

該当事項はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　財務諸表の作成方法について

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以

下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前事業年度（平成20年１月１日から平成20年12月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、

当事業年度(平成21年１月１日から平成21年12月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成し

ております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前事業年度(平成20年１月１日から平成20年

12月31日まで)の財務諸表について、新日本有限責任監査法人により監査を受け、当事業年度(平成21年１月

１日から平成21年12月31日まで)の財務諸表について、ＡＣアーネスト監査法人により監査を受けておりま

す。

　

当社の監査公認会計士等は次のとおり異動しております。

第19期事業年度(平成20年１月１日から平成20年12月31日まで)の財務諸表　

      新日本有限責任監査法人

第20期事業年度(平成21年１月１日から平成21年12月31日まで)の財務諸表　

      ＡＣアーネスト監査法人

　

当該異動について臨時報告書を提出しております。臨時報告書に記載した事項は次の通りです。

(1) 異動に係る監査公認会計士等の氏名又は名称

①　選任する監査公認会計士等の氏名又は名称

　　　　ＡＣアーネスト監査法人

②　退任する監査公認会計士等の氏名又は名称

　　　　新日本有限責任監査法人

(2) 異動の年月日　平成21年４月６日

(3) 退任する監査公認会計士等が直近において提出会社の監査公認会計士となった年月日

　平成20年３月24日

(4) 当該異動の決定又は当該異動に至った理由及び経緯

当社が監査を委嘱している新日本有限責任監査法人との契約は、第19期（平成20年1月1日から平成

20年12月31日）の監査報告書の提出をもって任期満了となりますので、その後任としてＡＣアーネス

ト監査法人に第20期（平成21年1月1日から平成21年12月31日）の監査を新たに委嘱するものでありま

す。

　

３　連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。
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１【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成20年12月31日)

当事業年度
(平成21年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 145,927 117,788

受取手形 ※２
 22,462

※２
 31,046

売掛金 102,938 58,207

商品 532,181 562,129

原材料 1,034 629

仕掛品 21,287 12,857

貯蔵品 40 24

前渡金 173 2,767

前払費用 10,753 12,395

未収入金 30,091 －

未収消費税等 8,199 －

その他 1,070 2,422

貸倒引当金 △752 △294

流動資産合計 875,407 799,974

固定資産

有形固定資産

賃貸用資産 10,465 116,119

減価償却累計額 △3,249 △13,384

賃貸用資産（純額） 7,216 102,735

建物 ※１
 146,908

※１
 147,242

減価償却累計額 △40,825 △46,086

建物（純額） 106,083 101,155

構築物 54,708 54,708

減価償却累計額 △24,785 △29,264

構築物（純額） 29,923 25,444

機械及び装置 9,796 9,796

減価償却累計額 △6,830 △7,319

機械及び装置（純額） 2,965 2,477

車両運搬具 21,206 24,440

減価償却累計額 △15,909 △19,960

車両運搬具（純額） 5,296 4,479

工具、器具及び備品 17,556 27,952

減価償却累計額 △12,981 △14,281

工具、器具及び備品（純額） 4,575 13,670

土地 ※１
 282,164

※１
 282,164

有形固定資産合計 438,225 532,126

無形固定資産

商標権 389 333
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(単位：千円)

前事業年度
(平成20年12月31日)

当事業年度
(平成21年12月31日)

ソフトウエア 502 4,819

電話加入権 883 883

無形固定資産合計 1,775 6,036

投資その他の資産

投資有価証券 18,946 15,921

出資金 30 30

長期前払費用 1,983 1,725

破産更生債権等 12,808 12,808

敷金及び保証金 － 23,747

その他 25,404 6,249

貸倒引当金 △11,805 △11,805

投資その他の資産合計 47,367 48,676

固定資産合計 487,367 586,839

資産合計 1,362,775 1,386,814

負債の部

流動負債

買掛金 26,695 20,141

短期借入金 ※１
 600,000

※１
 650,000

1年内返済予定の長期借入金 ※１
 66,612

※１
 66,612

リース債務 － 3,754

未払金 34,127 28,978

未払法人税等 1,648 2,406

前受金 3,415 －

その他 2,736 13,565

流動負債合計 735,234 785,458

固定負債

長期借入金 ※１
 289,543

※１
 222,931

リース債務 － 9,044

繰延税金負債 834 －

長期前受収益 1,963 527

固定負債合計 292,341 232,503

負債合計 1,027,575 1,017,961
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(単位：千円)

前事業年度
(平成20年12月31日)

当事業年度
(平成21年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 97,725 97,725

資本剰余金

資本準備金 42,125 42,125

資本剰余金合計 42,125 42,125

利益剰余金

利益準備金 1,300 1,300

その他利益剰余金

別途積立金 85,373 85,373

繰越利益剰余金 107,571 153,357

利益剰余金合計 194,244 240,030

自己株式 △59 △9,999

株主資本合計 334,035 369,881

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,164 △1,029

評価・換算差額等合計 1,164 △1,029

純資産合計 335,200 368,852

負債純資産合計 1,362,775 1,386,814
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②【損益計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年１月１日
　至 平成20年12月31日)

当事業年度
(自 平成21年１月１日
　至 平成21年12月31日)

売上高

商品売上高 2,773,061 3,015,050

その他の売上高 76,683 56,938

売上高合計 2,849,744 3,071,989

売上原価

商品期首たな卸高 454,522 532,181

当期商品仕入高 2,386,340 2,422,481

当期商品加工原価 198,884 156,540

合計 3,039,746 3,111,203

商品期末たな卸高 532,181 562,129

商品売上原価 2,507,565 2,549,074

その他の売上原価 55,694 56,735

売上原価合計 2,563,260 2,605,809

売上総利益 286,484 466,180

販売費及び一般管理費

発送運賃 24,123 24,708

広告宣伝費 22,814 5,924

役員報酬 33,756 34,740

給料及び手当 116,935 89,931

賞与 9,446 17,211

退職給付費用 1,410 1,270

福利厚生費 25,602 17,684

旅費及び交通費 29,481 22,209

通信費 17,091 14,170

減価償却費 13,624 15,578

租税公課 9,963 4,877

賃借料 69,031 55,790

支払手数料 23,526 27,658

支払報酬 15,415 17,133

貸倒引当金繰入額 11,751 －

貸倒損失 834 －

雑費 54,167 54,538

販売費及び一般管理費合計 478,978 403,428

営業利益又は営業損失（△） △192,493 62,752
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年１月１日
　至 平成20年12月31日)

当事業年度
(自 平成21年１月１日
　至 平成21年12月31日)

営業外収益

受取利息 4,747 1,630

受取配当金 65 317

受取保険金 － 2,702

自動車税戻り 1,154 －

保険解約返戻金 2,914 960

補助金収入 － 4,000

雑収入 8,823 2,785

営業外収益合計 17,705 12,396

営業外費用

支払利息 15,859 17,865

雑損失 886 19

営業外費用合計 16,745 17,884

経常利益又は経常損失（△） △191,533 57,263

特別利益

固定資産売却益 ※２
 31,894

※２
 627

貸倒引当金戻入額 － 457

特別利益合計 31,894 1,085

特別損失

固定資産除却損 ※３
 248 －

固定資産売却損 ※４
 2,295 －

投資有価証券評価損 10,188 －

前期損益修正損 － ※１
 11,100

特別損失合計 12,732 11,100

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △172,371 47,249

法人税、住民税及び事業税 1,436 1,463

法人税等合計 1,436 1,463

当期純利益又は当期純損失（△） △173,808 45,786
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【商品加工原価明細書】

　 　
前事業年度

(自　平成20年１月１日
　至　平成20年12月31日)

当事業年度
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年12月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ　材料費 　 　 590 0.3　 405 0.3

Ⅱ　労務費 　 　 47,91623.6　 33,22722.4

Ⅲ　経費 ※１ 　 154,36376.1　 114,47777.3

　　当期総製造費用 　 　 202,869100.0　 148,110100.0

　　期首仕掛品たな卸高 　 　 17,301　 　 21,287　

　　期末仕掛品たな卸高 　 　 21,287　 　 12,857　

　　当期商品加工原価 　 　 198,884　 　 156,540　

　 　 　 　 　 　 　 　

　

(注)※１　主な内訳は、次のとおりであります。

前事業年度
(自　平成20年１月１日
　至　平成20年12月31日)

当事業年度
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年12月31日)

外注加工費　　 22,287千円 外注加工費 27,198千円

減価償却費　　  7,202千円 減価償却費  　781千円

消耗品費  7,705千円 消耗品費  9,593千円

買入部品費 38,676千円 買入部品費 31,232千円

　

(原価計算の方法）

当社の原価計算は、個別原価計算によっております。
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年１月１日
　至 平成20年12月31日)

当事業年度
(自 平成21年１月１日
　至 平成21年12月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 97,725 97,725

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 97,725 97,725

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 42,125 42,125

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 42,125 42,125

資本剰余金合計

前期末残高 42,125 42,125

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 42,125 42,125

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 1,300 1,300

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,300 1,300

その他利益剰余金

別途積立金

前期末残高 85,373 85,373

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 85,373 85,373

繰越利益剰余金

前期末残高 289,737 107,571

当期変動額

剰余金の配当 △8,357 －

当期純利益又は当期純損失（△） △173,808 45,786

当期変動額合計 △182,165 45,786

当期末残高 107,571 153,357

利益剰余金合計

前期末残高 376,410 194,244

当期変動額

剰余金の配当 △8,357 －
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年１月１日
　至 平成20年12月31日)

当事業年度
(自 平成21年１月１日
　至 平成21年12月31日)

当期純利益又は当期純損失（△） △173,808 45,786

当期変動額合計 △182,165 45,786

当期末残高 194,244 240,030

自己株式

前期末残高 － △59

当期変動額

自己株式の取得 △59 △9,939

当期変動額合計 △59 △9,939

当期末残高 △59 △9,999

株主資本合計

前期末残高 516,260 334,035

当期変動額

剰余金の配当 △8,357 －

当期純利益又は当期純損失（△） △173,808 45,786

自己株式の取得 △59 △9,939

当期変動額合計 △182,224 35,846

当期末残高 334,035 369,881

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 1,084 1,164

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

80 △2,194

当期変動額合計 80 △2,194

当期末残高 1,164 △1,029

評価・換算差額等合計

前期末残高 1,084 1,164

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

80 △2,194

当期変動額合計 80 △2,194

当期末残高 1,164 △1,029

純資産合計

前期末残高 517,345 335,200

当期変動額

剰余金の配当 △8,357 －

当期純利益又は当期純損失（△） △173,808 45,786

自己株式の取得 △59 △9,939

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 80 △2,194

当期変動額合計 △182,144 33,652

当期末残高 335,200 368,852
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④【キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年１月１日
　至 平成20年12月31日)

当事業年度
(自 平成21年１月１日
　至 平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △172,371 47,249

減価償却費 54,519 26,327

貸倒引当金の増減額（△は減少） 11,158 △457

為替差損益（△は益） 805 211

受取利息及び受取配当金 △4,812 △1,947

支払利息 15,859 17,865

投資有価証券評価損益（△は益） 10,188 －

固定資産除売却損益（△は益） △29,350 △627

売上債権の増減額（△は増加） 26,902 32,731

破産更生債権等の増減額（△は増加） △12,808 －

たな卸資産の増減額（△は増加） △82,204 △21,096

未収入金の増減額（△は増加） 408 166

仕入債務の増減額（△は減少） △46,187 △9,147

未払金の増減額（△は減少） △4,829 △1,906

未収消費税等の増減額（△は増加） △4,182 8,199

未払消費税等の増減額（△は減少） － 9,503

その他 △7,924 △2,863

小計 △244,830 104,206

利息及び配当金の受取額 4,789 1,944

利息の支払額 △16,498 △17,846

法人税等の支払額 △213,391 △704

営業活動によるキャッシュ・フロー △469,931 87,600

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △4,433 △16,007

定期預金の払戻による収入 12,631 6,000

投資有価証券の取得による支出 △601 △1

固定資産の取得による支出 △105,548 △114,936

固定資産の売却による収入 102,959 30,560

その他の支出 △1,836 △5,764

その他の収入 2,717 1,172

投資活動によるキャッシュ・フロー 5,888 △98,976

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 200,000 50,000

長期借入れによる収入 200,000 －

長期借入金の返済による支出 △43,845 △66,612

配当金の支払額 △8,113 △5

自己株式の取得による支出 △59 △9,939

財務活動によるキャッシュ・フロー 347,982 △26,557

現金及び現金同等物に係る換算差額 △805 △211
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年１月１日
　至 平成20年12月31日)

当事業年度
(自 平成21年１月１日
　至 平成21年12月31日)

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △116,865 △38,145

現金及び現金同等物の期首残高 240,784 123,918

現金及び現金同等物の期末残高 ※１
 123,918

※１
 85,773
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

　
前事業年度

(自　平成20年1月１日
至　平成20年12月31日)

当事業年度
(自　平成21年1月１日
至　平成21年12月31日)

　当社は、平成１９年１２月期以降営業損失、及び経常損

失を継続的に計上し、当期は重要な当期純損失及び重要

な営業キャッシュ・フローのマイナスを計上している状

況にあり、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在し

ております。

　当事業年度において営業損失を計上した要因としては、

年度当初の原油高による燃料費用の高騰が当社の主要販

売先である建設・土木関連業及び運送関連業ユーザーの

設備投資意欲を後退（更新延期や中止）させるととも

に、後半期に発生した金融不安による著しい景況後退が

設備投資意欲を大きく減退させる状況となったもので

す。併せて、販売機会の拡大を見込んだロシアを中心とし

た海外取引も円高による購買意欲の減退、各国の財政収

支の悪化による資金不足による取引機会の減少を招いて

おり、当社の売上高が当初の計画を大きく割り込み収支

バランスを崩す結果となったものです。

　当社は当該状況を解消するべく、次年度の営業収支計画

を実現可能レベルとして策定し、以下のような施策を実

行に移すことで安定的黒字経営基盤の早期形成と財務基

盤の早期回復を図ることといたしました。

　

１．販売費及び一般管理費の削減
 
　・正社員１１名を解雇または契約社員へ更改する
　　とともに、給与ベースを見直し固定費用を削減
　　する。
　・地代家賃の削減、営業拠点（東京支店、岡山
　　支店）賃借料の契約見直しや借り替えを行い
　　地代家賃の軽減を実施する。また、従業員解雇
　　に伴う借上げ施設の解約により賃借料を削減
　　する。
　
２．経営意思の迅速な遂行体制の構築
 
　・「経営会議」を設置し、経営課題への迅速な対応
　　を図る体制とする。
　・営業推進体制を再整備して、実効性を高める。
　・業務管理体制を一元化して連携性を高め、内部
　　統制を充実して財務管理、業務管理の徹底を
　　図る。
　・営業予算及び経費予算を管理本部が予算統制して
　　経費削減を徹底する。
　
３．財務体質の改善
　
　・「車両査定委員会」を設置して在庫車両を定期的
　　に管理する体制とし、査定判定の恣意性を排除す
　　るとともに、期日管理を徹底して評価損対象とな
　　る在庫車両へ早期対応を図り、在庫を適正化して
　　営業キャッシュ・フローを高めるなど財務健全化
　　に取り組む。
　

―
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前事業年度

(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

当事業年度
(自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日)

　４．売上高の維持増進

　

　・当社は、起業時から業販（メーカー系ディー

　　ラー、業者向けの卸販売）売上高のウェートは高

　　い状況でありましたが、一昨年以降利幅の取れる

　　一般ユーザーを主要ターゲットとした営業に注力

　　しており業販ウェートは減少しておりました。

　　今回、営業収支計画の見直しに際しては、再度業

　　販にも営業ウェートを置き、ユーザー先と合わせ

　　て販売先を再発掘することで売上高を底上げして

　　営業収支計画の実現を図るものです。

　

　・ユーザーニーズを創出するべく車両架装を行うな

　　ど自社工場機能を最大限に活用して商品価値を高

　　めて販売促進を図ります。

　

  ・レンタル部門は長期契約先を発掘して安定収益

    に繋げます。

　

以上を骨子とした計画を推進して早急な営業収支の改善

を図っております。

　

　財務諸表は継続企業を前提として作成されており、上記

のような重要な疑義の影響を財務諸表には反映しており

ません。

　

―
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【重要な会計方針】

　

項目
前事業年度

(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

当事業年度
(自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日)

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

その他有価証券

①　時価のあるもの

　　　決算期末日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は、全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定しておりま

す)

その他有価証券

①　時価のあるもの

同左

　 ②　時価のないもの

　　　移動平均法による原価法

②　時価のないもの

同左

　 　 通常の販売目的で保有するたな卸資産

２　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

―

 
　　評価基準は原価法(収益性の低下に

よる簿価切下げの方法）によってお

ります。

 
　 ①　商品・仕掛品

　　　個別法による原価法

①　商品・仕掛品

　　　個別法

　 ②　原材料・貯蔵品

　　　先入先出法による原価法

②　原材料・貯蔵品

　　　先入先出法

　 　 　

　 ―

 
（会計方針の変更）

　当事業年度から平成18年７月５日

公表の「棚卸資産の評価に関する会

計基準」（企業会計基準委員会　企

業会計基準第９号）を適用し、評価

基準については、原価法から原価法

(収益性の低下による簿価切下げの

方法）に変更しております。

　当該変更が損益に与える影響は軽

微であります。

　
３　固定資産の減価償却の方

法

①　有形固定資産

 
　　　　　　定率法

　ただし、賃貸用資産については定額

法によっております。　 

　なお、平成10年４月１日以降に取得

した建物(附属設備を除く)について

は、定額法によっております。

　主な耐用年数は以下のとおりであ 

ります。

　

①　有形固定資産（リース資産を除

　　く）

同左

　ただし、賃貸用資産については定額

法によっております。　 

　なお、平成10年４月１日以降に取得

した建物(附属設備を除く)について

は、定額法によっております。

　主な耐用年数は以下のとおりであ 

ります。

　

　 　賃貸用資産

　 (車両運搬具) ２年～５年

建物 15年～31年

構築物 10年～60年

機械及び装置 ４年～13年

車両運搬具 ２年～６年

工具器具及び備品 ３年～10年

　賃貸用資産

　 (車両運搬具) ２年～５年

建物 15年～31年

構築物 10年～60年

機械及び装置 ４年～13年

車両運搬具 ２年～６年

工具器具及び備品 ３年～10年
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項目
前事業年度

(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

当事業年度
(自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日)

　 　

（追加情報）

　平成19年度の法人税法改正に伴い、平

成19年3月31日以前に取得した有形固

定資産については、改正前の法人税法

に基づく減価償却の方法の適用により

取得価額の5％に到達した事業年度の

翌事業年度より5年間にわたり均等償

却し、減価償却費に含めて計上してお

ります。この変更による損益に与える

影響は軽微であります。

　

　また平成19年3月31日以前に取得した

有形固定資産については、取得価額の

５％に到達した事業年度の翌事業年度

より5年間にわたり均等償却しており

ます。

 

  

 

 
　 　 　
　 ②　無形固定資産

 
定額法

自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間(５年)

に基づく定額法によっております。

②　無形固定資産（リース資産を除

く）

同左

　  
―

 
③リース資産
　所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引に係るリース資産

  リース期間を耐用年数とし、残存

価額をゼロとして算定する定額法に

よっております。

　平成20年12月31日以前に契約した

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。
 
（会計方針の変更）

　当事業年度より「リース取引に関

する会計基準」(企業会計基準第13

号(平成５年６月17日(企業会計審議

会第一部会）、平成19年３月30日改

正））及び「リース取引に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第16号(平成６年１月18日

(日本公認会計士協会　会計制度委員

会）、平成19年３月30日改正））を

適用し、所有権移転外ファイナンス

・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処

理から通常の売買取引に係る方法に

準じた会計処理に変更しておりま

す。

　なお、リース取引開始日が適用初年

度前の所有権移転外ファイナンス・

リース取引については、通常の　　賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処

理を引き続き採用しております。

　当該変更が損益に与える影響は軽

微であります。
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項目
前事業年度

(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

当事業年度
(自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日)

４　引当金の計上基準

 

 

 

 

５　外貨建の資産及び負債

　の本邦通貨への換算基準

貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上してお

ります。　　

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。

 

貸倒引当金

同左

 

 

 

同左
 

６　リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

 

―

 

７　キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

　手許現金、要求払預金及び取得日から

３ヶ月以内に満期の到来する流動性の

高い、容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか負

わない短期的な投資であります。

同左

８　その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理 

　消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜き方式によっております。 

 

消費税等の会計処理

同左
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【会計処理の変更】

　
前事業年度

(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

当事業年度
(自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日)

   （賃貸用資産の減価償却方法の変更） 

　従来、賃貸用資産の償却方法については定率法を採用し

ておりましたが、当事業年度より定額法へ変更しており

ます。 

この変更は、当社のレンタル事業をより的確に反映する

ため、賃貸用資産について経済的使用価値及び減価償却

方法の見直しを行った結果、賃貸用資産は今後安定的に

使用されると考えられること、並びに定率法により算定

される減価償却費は使用開始当初の負担が大きく以後逓

減していくため、損益が年次により偏る結果となること

から、より適正な期間損益の把握を目的に行われたもの

であります。 

　この変更に伴い、従来と同様の方法により算出した場合

に比べ、減価償却費が31,043千円減少し、営業損失、経常

損失及び税引前当期純損失が同額減少しております。

 

    

   　

 
　　　　　　　　　　　  ―
 
        
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

　
　

　

【表示方法の変更】

　

前事業年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

当事業年度
(自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日)

 

    　　　　　　　　　　― 

 

   　

（貸借対照表）
　前事業年度において投資その他の資産「その他」に含
めて表示しておりました「敷金及び保証金」(前事業年
度19,872千円）は、総資産の1/100を超えるため当事業
年度において区分掲載することといたしました。
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【注記事項】

(貸借対照表関係)

　
前事業年度

(平成20年12月31日)
当事業年度

(平成21年12月31日)

※１　担保資産及び担保付債務

　　　担保に供している資産は次のとおりであります。

建物 94,810千円

土地 226,180千円

計 320,991千円

※１　担保資産及び担保付債務

　　　担保に供している資産は次のとおりであります。

建物 90,604千円

土地 226,180千円

計 316,785千円

　 　
　　　担保付債務は次のとおりであります。

短期借入金 600,000千円

１年内返済予定長期借入金 66,612千円

長期借入金 289,543千円

計 956,155千円

　　　担保付債務は次のとおりであります。

短期借入金 650,000千円

１年内返済予定長期借入金 66,612千円

長期借入金 222,931千円

計 939,543千円

　 　
※２　　期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しております。

　　　　なお、期末日が金融機関の休日であるため、次の期末

日満期手形が、期末残高に含まれております。

受取手形 996千円

※２　　期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しております。

　　　　なお、期末日が金融機関の休日であるため、次の期末

日満期手形が、期末残高に含まれております。

受取手形 996千円

　 　

　

(損益計算書関係)

前事業年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

当事業年度
(自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日)

※１　　　　　　　　　　─ ※１　前期損益修正損は、前事業年度に製造原価の計上誤

りがあったため、11,100千円計上しております。　　

　 　
※２　固定資産売却益の内訳

賃貸用資産売却益 31,894千円

※２　固定資産売却益の内訳

車両売却益 627千円

　 　
※３　固定資産除却損の内訳

構築物除却損 248千円

※３　　　　　　

　　　　　　― 　
　 　
※４　固定資産売却損の内訳

賃貸用資産売却損 2,295千円

※４

　　　　　　― 　
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日)

１　発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 6,380 － － 6,380

　
　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

　普通株式（株） － 3 － 3

（注）自己株式の株式数の増加３株は、取締役会決議による自己株式の取得であります。
　

３　新株予約権に関する事項

内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株) 当事業
年度末残高
(千円)

前事業
年度末

増加 減少
当事業
年度末

平成15年新株予約権 普通株式 852 － － 852 －

(注) 　目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。
　
　４　配当に関する事項

　　　　該当事項はありません。

　

当事業年度(自　平成21年１月１日　至　平成21年12月31日)

１　発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 6,380 － － 6,380

　
　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

　普通株式（株） 3 385 － 388

（注）自己株式の株式数の増加385株は、取締役会決議による自己株式の取得であります。
　

３　新株予約権に関する事項

内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株) 当事業
年度末残高
(千円)

前事業
年度末

増加 減少
当事業
年度末

平成15年新株予約権 普通株式 852 － － 852 －

(注) 　目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。
　
　４　配当に関する事項

　　　（１）配当金支払額
　　　　　　該当事項はありません。
　

　　　（２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円）

配当の原資
　１株当たり
配当額(円）

基準日 効力発生日

平成22年３月26日　　

　定時株主総会
普通株式 5,992利益剰余金 1,000平成21年12月31日 平成22年３月29日

　

EDINET提出書類

株式会社ＴＲＵＣＫ－ＯＮＥ(E03482)

有価証券報告書

48/71



(キャッシュ・フロー計算書関係)

前事業年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

当事業年度
(自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日)

※１

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

現金及び預金 145,927千円

預入期間３ヶ月超の定期預金 △22,008千円

　現金及び現金同等物 123,918千円

※１

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

現金及び預金 117,788千円

預入期間３ヶ月超の定期預金 △32,015千円

　現金及び現金同等物 85,773千円
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(リース取引関係)

　
前事業年度

(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

当事業年度
(自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日)

　

１　ファイナンス・リース取引
(借主側）
（１）リース資産の内容
　・有形固定資産
　　主としてマルチ解体機(機械）であります。
　・無形固定資産
　　主として業務管理用ソフトウエアであります。
（２）リース資産の減価償却の方法
　重要な会計方針「３　固定資産の減価償却の方法」に
記載のとおりであります。
　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、
リース取引開始日が平成20年12月31日以前のリース取
引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会
計処理によっており、その内容は次の通りであります。

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

　①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額、期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

減損損失
累計額
相当額
（千円）

期末残高
相当額
(千円)

機械及び
装置

27,60023,448 － 4,151

車両運搬具 3,689 3,689 － －

工具器具
及び備品

13,33311,092 － 2,240

ソフト
ウェア

39,90011,970 － 27,930

合計 84,52250,200 － 34,322

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

 ①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額、期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

減損損失
累計額
相当額
（千円）

期末残高
相当額
(千円)

機械及び
装置

27,60025,998 － 1,601

車両運搬具 ー － － －

工具器具
及び備品

5,913 5,458 － 454

ソフト
ウェア

39,90019,950 － 19,950

合計 73,41351,407 － 22,006

　 　
　②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 16,893千円

１年超 31,100 〃

合計 47,993千円

 ②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 14,796千円

１年超 13,271 〃

合計 28,068千円

　③　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 17,767千円

減価償却費相当額 14,443 〃

支払利息相当額 1,566 〃

 ③　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 16,566千円

減価償却費相当額 11,745 〃

支払利息相当額 1,026 〃

　④　減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

　　　減価償却費相当額の算定方法

　　　・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として、

貸借対照表上の各科目の償却方法に準じ、定率

法または定額法によっております。

 ④　 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

　　  減価償却費相当額の算定方法

 　　・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として、

貸借対照表上の各科目の償却方法に準じ、定率

法または定額法によっております

　　　利息相当額の算定方法

　　　・リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差

額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。

　（減損損失について）

　　リース資産に配分された減損損失はありません。　

  　  利息相当額の算定方法

　　・リース料総額とリース物件の取得価額相当額の

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につ

いては、利息法によっております。

  （減損損失について）

　　リース資産に配分された減損損失はありません。　
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前事業年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

当事業年度
(自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日)

　 　
２　オペレーティング・リース取引

（借主側）

　　　未経過リース料

１年以内 35,301千円

１年超 56,908 〃

合計 92,209千円

　

２　オペレーティング・リース取引

（借主側）

　　オペレーティング・リース取引のうち解約不能の

　ものに係る未経過リース料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　未経過リース料

１年以内 11,126千円

１年超  6,490 〃

合計 17,616千円
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(有価証券関係)

前事業年度(自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日)

　

１　その他有価証券で時価のあるもの

　

区分
取得原価
(千円)

貸借対照表日における
貸借対照表計上額

(千円)

差額
(千円)

貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

　 　 　

①　株式 7,414 9,414 1,999

②　債券 － － －

③　その他 － － －

小計 7,414 9,414 1,999

貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

　 　 　

①　株式
－

 
－ －

②　債券 － － －

③　その他 － － －

小計 － － －

合計 7,414 9,414 1,999

　

２　時価評価されていない主な有価証券の内訳

　

内容
貸借対照表計上額

(千円)

　その他有価証券
　　　　非上場株式

9,532

（注）当事業年度において、その他有価証券の非上場株式について、10,188千円の減損処理を行っております。
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当事業年度(自　平成21年１月１日　至　平成21年12月31日)

　

１　その他有価証券で時価のあるもの

　

区分
取得原価
(千円)

貸借対照表日における
貸借対照表計上額

(千円)

差額
(千円)

貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

　 　 　

①　株式 7,418 6,389 △1,029

②　債券
－

 
－

 
－

 

③　その他
－

 
－

 
－

 

小計 7,418 6,389 △1,029

貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

　 　 　

①　株式
－

 
－

 
－

 

②　債券
－

 
－

 
－

 

③　その他
－

 
－

 
－

 

小計 － － －

合計 7,418 6,389 △1,029

　

２　時価評価されていない主な有価証券の内訳

　

内容
貸借対照表計上額

(千円)

　その他有価証券
　　　　非上場株式

9,532
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(デリバティブ取引関係)

前事業年度(自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日)

当社は一切デリバティブ取引を行っておりませんので該当事項はありません。

　

当事業年度(自　平成21年１月１日　至　平成21年12月31日)

当社は一切デリバティブ取引を行っておりませんので該当事項はありません。

　

　

(持分法投資損益等)

　

前事業年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

当事業年度
(自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日)

　　関連会社がないため、該当事項はありません。 　　関連会社がないため、該当事項はありません。

　 　
　 　

　

　

(退職給付関係)

　
前事業年度

(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

当事業年度
(自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日)

１　採用している退職給付制度の概要

　　当社は確定拠出年金制度を採用しております。

１　採用している退職給付制度の概要

同左

　 　
２　退職給付費用に関する事項

確定拠出年金への掛金支払額 2,190千円

２　退職給付費用に関する事項

確定拠出年金への掛金支払額 1,775千円
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(ストック・オプション等関係)

前事業年度(自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日)

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容
　

決議年月日 平成15年12月26日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役　３名
当社従業員　28名
外部協力者　２名

株式の種類及び付与数 普通株式　6,600株　(注1,2)

付与日 平成15年12月26日

権利確定条件

 新株予約権の割当てを受けた者は、権利行
使時においても当社の取締役および従業員
の地位にあることを要するものとする。ただ
し、取締役の任期満了による退任または従業
員の定年退職による場合で取締役会が正当
な理由があると認めた場合はこの限りでは
ない。また、新株予約権の発行時において当
社の外部協力者であった新株予約権者は、新
株予約権の行使に先立ち、当該行使にかかる
新株予約権の数および行使の時期につき、当
社取締役会の承認を要するものとする。

対象勤務期間 対象期間の定めなし。

権利行使期間 平成18年1月1日～平成24年12月31日

(注) 1.平成18年１月６日開催の取締役会決議により、退職および辞退等により役員２名3,360個、従業員12名2,208個、

外部協力者２名120個の権利を消却しております。

2.平成17年12月16日開催の取締役会決議に基づき、平成17年12月31日付で１株を６株に分割し、分割後の株数を記

載しております。

　

(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

①　ストック・オプションの数
　

決議年月日 平成15年12月26日

権利確定後 　

　期首(株) 852

　権利確定(株) －

　権利行使(株) －

　失効(株) －

　未行使残(株) 852

(注)　平成17年12月16日開催の取締役会決議に基づき、平成17年12月31日付で１株を６株に分割し、分割後の株数を記載

しております。

　

②　単価情報
　

決議年月日 平成15年12月26日

権利行使価格(円) 17,500

行使時平均株価(円) －

付与日における公正な
評価単価（円）

－

(注)　平成17年12月16日開催の取締役会決議に基づき、平成17年12月31日付で１株を６株に分割し、分割後の権利行使価

格を記載しております。
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当事業年度(自　平成21年１月１日　至　平成21年12月31日)

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容
　

決議年月日 平成15年12月26日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役　３名
当社従業員　28名
外部協力者　２名

株式の種類及び付与数 普通株式　6,600株　(注1,2)

付与日 平成15年12月26日

権利確定条件

 新株予約権の割当てを受けた者は、権利行
使時においても当社の取締役および従業員
の地位にあることを要するものとする。ただ
し、取締役の任期満了による退任または従業
員の定年退職による場合で取締役会が正当
な理由があると認めた場合はこの限りでは
ない。また、新株予約権の発行時において当
社の外部協力者であった新株予約権者は、新
株予約権の行使に先立ち、当該行使にかかる
新株予約権の数および行使の時期につき、当
社取締役会の承認を要するものとする。

対象勤務期間 対象期間の定めなし。

権利行使期間 平成18年1月1日～平成24年12月31日

(注) 1.平成18年１月６日開催の取締役会決議により、退職および辞退等により役員２名3,360個、従業員12名2,208個、

外部協力者２名120個の権利を消却しております。

2.平成17年12月16日開催の取締役会決議に基づき、平成17年12月31日付で１株を６株に分割し、分割後の株数を記

載しております。

　

(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

①　ストック・オプションの数
　

決議年月日 平成15年12月26日

権利確定後 　

　期首(株) 852

　権利確定(株) －

　権利行使(株) －

　失効(株) －

　未行使残(株) 852

(注)　平成17年12月16日開催の取締役会決議に基づき、平成17年12月31日付で１株を６株に分割し、分割後の株数を記載

しております。

　

②　単価情報
　

決議年月日 平成15年12月26日

権利行使価格(円) 17,500

行使時平均株価(円) －

付与日における公正な
評価単価（円）

－

(注)　平成17年12月16日開催の取締役会決議に基づき、平成17年12月31日付で１株を６株に分割し、分割後の権利行使価

格を記載しております。
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(税効果会計関係)

　
前事業年度

(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

当事業年度
(自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産) 　
　 商品評価損 20,818千円

　 貸倒引当金損金算入限度超過額  3,220 〃

　 繰越欠損金 56,962 〃

　 その他  105 〃

 繰延税金資産小計 81,106千円

 評価性引当額 △81,106 〃

 繰延税金資産合計 ─

　 　
(繰延税金負債) 　
　 その他有価証券評価差額金 834千円

 繰延税金負債合計 834千円

 繰延税金負債の純額 834千円

１　繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

 

(繰延税金資産) 　
　 商品評価損 332千円

　 貸倒引当金 2,883 〃

　繰越欠損金 74,666 〃

　 その他 69 〃

 繰延税金資産小計 77,952千円

 評価性引当額 △77,952 〃

 繰延税金資産合計 ―

　 　
　 　
　 　
　 　
　 　

　 　
　 　
２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 
税引前当期純損失のため注記を省略しております。

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 41.74％

(調整) 　
交際費等永久に損金に算入されない項目 4.49〃

住民税均等割等 3.10〃

評価性引当額の増減 △46.16〃

その他 △0.07〃

税効果会計適用後の法人税等の負担率 3.10〃

　 　
　 　

　

　

　

(企業結合等関係)

前事業年度（自　平成20年1月1日　至　平成20年12月31日）

該当する事項はありません。

 

当事業年度（自　平成21年1月1日　至　平成21年12月31日） 

該当する事項はありません。 
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【関連当事者情報】

前事業年度(自　平成20年１月１日　至　平成20年12月31日)

役員及び個人主要株主等

　

属性 氏名 住所
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合

関係内容

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及
び個人
主要株
主

小川澄雄 － －
当社代表
取締役社長

(被所有)
直接30.1％

－ －

当社銀行借入に
対する被債務保
証※1

956,155－ －

当社リース取引
に対する被保
証※2

126,350－ －

取引条件等

※1. 当社は、銀行借入に対して、当社代表取締役社長小川澄雄の債務保証を受けております。

なお、銀行借入に係る被保証債務の取引金額につきましては、期末借入残高を記載しております。

また、当該債務保証につきましては、保証料の支払い及び担保の提供等は行っておりません。

※2. 取引金額は、被保証の対象となっているリース契約の期末日における、リース料支払予定残高を表示しております。

　

　

　　　当事業年度(自　平成21年１月１日　至　平成21年12月31日)

　

(追加情報）

 当事業年度より、「関連当事者の開示に関る会計基準」　（企業会計基準第11号　平成18年10月17日）及び「関連当

事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号　平成18年10月17日）を適用しております。

　なお、これによる開示対象範囲の変更はありません。

　

１.関連当事者との取引

　（１）役員及び個人主要株主等

　

種類
会社等
の名称又は
氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関係当事者と
の関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役員及
び個人
主要株
主

小川澄雄 　－ －
当社代表 
取締役社長

(被所有) 
直接30.1％

－

当社銀行借
入に対する
被 債 務 保
証※1

939,543　　－ －

当社リース取

引に対する被

保証※2

38,303　　－ －

(取引条件及び取引条件の決定方針等)

※1. 当社は、銀行借入に対して、当社代表取締役社長小川澄雄の債務保証を受けております。

　　　なお、銀行借入に係る被保証債務の取引金額につきましては、期末借入残高を記載しております。

　　　また、当該債務保証につきましては、保証料の支払い及び担保の提供等は行っておりません。

※2. 取引金額は、被保証の対象となっているリース契約の期末日における、リース料支払予定残高を表示しております。

　

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

　

　　該当する事項はありません。
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(１株当たり情報)

　
前事業年度

(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

当事業年度
(自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日)

１株当たり純資産額 52,563円90銭
　

１株当たり純資産額 61,557円48銭

１株当たり当期純損失 27,243円72銭
　

１株当たり当期純利益 7,599円59銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について
は、1株当たり当期純損失であるため記載しておりませ
ん。
 
　

　

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 6,658円05銭
　

　

　

　

１株当たり当期純利益又は1株当たり当期純損失及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎

項目
前事業年度

(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

当事業年度
(自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日)

１株当たり当期純利益又は1株当たり当期純損失 　 　

損益計算書上の当期純利益又は当期純損失（△）(千円) △173,808 45,786

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失（△）(千円) △173,808 45,786

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式の期中平均株式数（株） 6,380 6,025

　 　 　

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 　 　

当期純利益調整額(千円) － －

普通株式増加数（株） － 852

　　（うち新株予約権） － （852）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後1株当たり当期
純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概要

－ －

　

　

(重要な後発事象）

前事業年度
(自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日)

当事業年度
(自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日)

― 　　　　　　　　　　　　─
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⑤ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(千円)

投資有価証券 その他有価証券

㈱西京銀行 50,000 9,532

㈱伊予銀行 8,473 6,389

小計 58,473 15,921

計 58,473 15,921

　

【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高
(千円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　賃貸用資産 10,465105,653 ― 116,119 13,38410,134102,735

　建物 146,908 333 ― 147,242 46,0865,261 101,155

　構築物 54,708 ― ― 54,708 29,2644,479 25,444

　機械及び装置 9,796 ― ― 9,796 7,319 488 2,477

　車両運搬具 21,2064,194 960 24,440 19,9604,051 4,479

　工具器具及び備品 17,55610,395 ― 27,952 14,2811,299 13,670

　土地 282,164 ― ― 282,164 ― ― 282,164

有形固定資産計 542,807120,576 960 662,423130,29625,714532,126

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　商標権 556 ― ― 556 223 55 333

　ソフトウェア 914 4,874 ― 5,788 969 557 4,819

　電話加入権 883 ― ― 883 ― ― 883

無形固定資産計 2,355 4,874 ― 7,229 1,192 613 6,036

長期前払費用 1,983 6,672 6,929 1,725 ― ― 1,725

繰延資産 　 　 　 　 　 　 　

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

(注)　当期増加額及び減少額のうち主なものは次のとおりであります。

(増加) 　 　 　
賃貸用資産 　 レンタル用車輛　16台 105,653千円

工具器具及び備品 　 TV会議システム用サーバー 10,395千円
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【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 600,000 650,000 1.2 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 66,612 66,612 2.4 ―

1年以内に返済予定のリース債務 ― 3,754 5.7 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

289,543 222,931 2.2 平成35年

リース債務（1年以内に返済予定
のものを除く。）

― 9,044 5.7 平成26年

その他有利子負債 ― ― ― ―

合計 956,155 952,341 ― ―

(注) １　「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　長期借入金及びリース債務（1年以内の返済予定のものを除く）の決算後５年内における１年ごとの返済予定

額の総額

　

区分
１年超２年以内
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内
(千円)

長期借入金 66,612 66,812 26,692 6,660

リース債務 3,670 2,115 1,757 1,500

　

【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

貸倒引当金 12,558 ― ― 457 12,100
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

ａ　現金及び預金

　

区分 金額(千円)

現金 284

預金 　

当座預金 10,227

普通預金 75,197

定期預金 32,015

別段預金 63

小計 117,503

合計 117,788

　

ｂ　受取手形

イ　相手先別内訳

　

相手先 金額(千円)

有限会社藤村重機 7,105

松永貨物運送株式会社 2,764

有限会社廣重機工業 636

その他 20,540

計 31,046

　

ロ　期日別内訳

　

期日別 金額(千円)

　　　　平成22年１月 996

　　　　　　　　２月 4,629

　　　　　　　　３月 17,268

　　　　　　　　４月 678

　　　　　　　　５月 678

　　　　　　　　６月以降 6,795

計 31,046

(注)　平成22年１月の金額は、期末日満期手形996千円であります。

平成22年２月の金額には、１月満期手形996千円が含まれております。

平成22年３月の金額には、２月満期手形678千円が含まれております。
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ｃ　売掛金

イ　相手先別内訳

　

相手先 金額(千円)

山梨日野自動車株式会社　本社 8,925

株式会社ヨシノ自動車 2,916

株式会社アールアンドシー 855

有限会社東栄サービス 766

西尾レントオール株式会社 352

その他 44,390

計 58,207

　

ロ　売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

　

期首残高
(千円)
 
(Ａ)

当期発生高
(千円)
 
(Ｂ)

当期回収高
(千円)
 
(Ｃ)

当期末残高
(千円)
 
(Ｄ)

回収率(％)
 
(Ｃ)

×100
(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
365

102,9381,848,5131,893,24458,207 97.0 15.9

(注)　消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記金額には消費税等が含まれております。
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ｄ　商品

　

品名 金額(千円)

トラック 547,772

その他 14,356

計 562,129

　

e　原材料

　

品名 金額(千円)

ギヤーオイル 84

その他 544

計 629

　

f　仕掛品

　

品名 金額(千円)

トラック 12,857

計 12,857

　

g　貯蔵品

　

品名 金額(千円)

切手・収入印紙 24

計 24
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②　負債の部

買掛金

　

相手先 金額(千円)

菱重コールドチェーン株式会社 2,770

明和自動車株式会社 2,654

リュックカーゴ 2,504

山口日野自動車株式会社 1,899

いすゞ自動車中国株式会社 692

その他 9,620

計 20,141

　

　

(3) 【その他】

当事業年度における各四半期会計期間に係る売上高等

　

　
第１四半期

(自 平成21年１月１日
至 平成21年３月31日)

第２四半期
(自 平成21年４月１日
至 平成21年６月30日)

第３四半期
(自 平成21年７月１日
至 平成21年９月30日)

第４四半期
(自 平成21年10月１日
至 平成21年12月31日)

売上高 (千円) 756,058 760,365 772,328 783,237

税引前
四半期純利益金額

(千円) 2,353 19,201 32,863 △7,168

四半期純利益金額 (千円) 1,987 18,835 32,497 △7,534

１株当たり
四半期純利益金額

(円) 324.51 3,143.44 5,423.52 -1,257.43
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 　１月１日から12月31日まで

定時株主総会 　毎決算期の翌日から３ヵ月以内

基準日 　12月31日

剰余金の配当の基準日
　６月30日
　12月31日

１単元の株式数 　該当なし

単元未満株式の買取り 　

　　取扱場所 　―

　　株主名簿管理人 　―

　　取次所 　―

　　買取手数料 　―

公告掲載方法

　当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって
電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。
　なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおり
です。
　http://www.truck-one.com

株主に対する特典 　該当事項はありません
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

　

(1)有価証券報告書
及びその添付書類

事業年度
(第19期)

自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日

　 平成21年３月30日
中国財務局長に提出。

　 　 　 　 　 　
(2)四半期報告書、四半期

報告書の確認書
(第20期第１四半期) 自　平成21年１月１日

至　平成21年３月31日
　 平成21年５月15日
中国財務局長に提出。

　 　 (第20期第２四半期) 自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日

　 平成21年８月12日
中国財務局長に提出。

　 　 (第20期第３四半期) 自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日

　 平成21年11月12日
中国財務局長に提出。

　 　 　 　 　 　
(3)自己株券買付状況報

告書
　 平成21年１月15日、平成21年２月13日、平成21年３月

６日、平成21年４月16日、中国財務局長に提出。

　 　 　 　 　 　
(4)自己株券買付状況報

告書の訂正報告書
　 平成21年３月24日、上記自己株券買付状況報告書3件

（平成21年１月15日、平成21年２月13日、平成21年３
月６日提出分）に対する訂正報告書をそれぞれ中国
財務局長に提出。

　 　 　 　 　 　
(5)有価証券報告書

の訂正報告書
事業年度
(第18期)

自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日

　 平成21年３月26日
中国財務局長に提出。

　 　 　 　 　 　
(6)有価証券報告書

の訂正報告書
事業年度
(第19期)

自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日

　 平成21年４月２日
中国財務局長に提出。

　 　 　 　 　 　
(7)臨時報告書 　 金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の

開示に関する内閣府令第19条第２項９号の２（監査
法人の異動）の規定に基づく臨時報告書を、平成21
年５月14日、中国財務局長に提出。

　 　 　 　 　 　
(8)四半期報告書

の訂正報告書、四半期
報告書
の訂正報告書の確認
書

(第20期第１四半期) 自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日

　 平成21年６月30日
中国財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書
　

　

　

平成２１年３月２７日

株式会社ＴＲＵＣＫ－ＯＮＥ

取　締　役　会　　御　中

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　東　　　　　能 利 生　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　森　　　　　行　　一　 ㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社ＴＲＵＣＫ－ＯＮＥの平成20年１月１日から平成20年12月31日までの第19期事業年

度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附

属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社ＴＲＵＣＫ－ＯＮＥの平成20年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報

1.　継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は平成19年12月期以降継続して営業損失

　及び経常損失を計上し、当期は重要な当期純損失及び重要な営業キャッシュ・フローのマイ

　ナスを計上しており、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対す

　る経営計画等は当該注記に記載されている。財務諸表は継続企業を前提として作成されてお

　り、このような重要な疑義の影響を財務諸表に反映していない。

2.　重要な会計方針（会計処理の変更）に記載のとおり、会社は賃貸用資産の減価償却の方法

　について定率法から定額法に変更している。
　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。
　

以　上
　
 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　

　

平成２２年３月２６日

株式会社ＴＲＵＣＫ－ＯＮＥ

取　締　役　会　　御　中

ＡＣアーネスト監査法人

　

代 表 社 員
業務執行社員

　 公認会計士　　奥田　伸一　 　印

　

代 表 社 員
業務執行社員

　 公認会計士　　和田　治郎　 　印

　

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社ＴＲＵＣＫ－ＯＮＥの平成21年１月１日から平成21年12月31日までの第20期事業年

度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附

属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社ＴＲＵＣＫ－ＯＮＥの平成21年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

重要な会計方針に記載されているとおり、会社は当事業年度より「棚卸資産の評価に関する会計基

準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日公表）を適用している。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社ＴＲＵＣ

Ｋ－ＯＮＥの平成21年12月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整

備及び運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内

部統制報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記

載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠し

て内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行わ

れ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体

としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、株式会社ＴＲＵＣＫ－ＯＮＥが平成21年12月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であ

ると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統

制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示

しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以　上

　
 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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